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第１章 総則

（趣旨）
第１条 この規則は、北海道地球温暖化防止対策条例（平成２１年北海道条例第５７号。以下
「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条 この規則において「年度」とは、４月１日から翌年３月３１日までの期間をいう。
（再生可能エネルギー）
第３条 条例第２条第５号の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。
� 太陽熱
� 雪氷
� その他知事が定めるもの
第２章 事業活動に関する地球温暖化対策等

（特定事業者）
第４条 条例第１３条第１項の規則で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。
� エネルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号。以下「省エネルギー
法」という。）第７条第３項に規定する特定事業者であって、当該特定事業者が道内に
有するすべての工場、事務所その他の事業場（以下「工場等」という。）の原油換算エ
ネルギー使用量（前年度において使用した燃料の量並びに前年度において他人から供給
された熱及び電気の量をそれぞれエネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則（昭
和５４年通商産業省令第７４号）第４条各項に規定する方法により原油の数量に換算した量
を合算した量をいう。以下同じ。）の合計が１，５００キロリットル以上であるもの

� 省エネルギー法第１９条第２項に規定する特定連鎖化事業者であって、当該特定連鎖化
事業者が道内に有するすべての工場等及び当該特定連鎖化事業者が行う連鎖化事業（同
条第１項に規定する連鎖化事業をいう。以下同じ。）の加盟する者が設置している当該
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連鎖化事業に係るすべての工場等の原油換算エネルギー使用量の合計が１，５００キロリッ
トル以上であるもの

� 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第２条第２項に規定する自動車運送事業を営む
者であって、道路運送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第４条の規定により使用の本拠
の位置を道内に登録している自動車の前年度の末日における総数が、次に掲げる要件の
いずれかに該当するもの
ア 貨物自動車運送事業法（平成元年法律第８３号）第２条第２項に規定する一般貨物自
動車運送事業の用に供する自動車（被けん引車（自動車のうち、けん引して陸上を移
動させることを目的として製作した用具であるものをいう。）を除く。）の数が２００
台以上であること。
イ 道路運送法第３条第１号に規定する一般旅客自動車運送事業（同号ハに規定する一
般乗用旅客自動車運送事業を除く。）の用に供する自動車の数が２００台以上であるこ
と。
ウ 道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自
動車の数が３５０台以上であること。

� 道内において地球温暖化対策の推進に関する法律施行令（平成１１年政令第１４３号。以
下「温暖化対策推進法施行令」という。）第５条第６号から第１１号までに規定する事業
活動を行う者（前年度の４月１日における常時使用する従業員の数が２１人以上である者
に限る。）であって、次に掲げる要件のいずれかに該当するもの
ア 温暖化対策推進法施行令別表第７の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れる二酸化炭素（エネルギー（省エネルギー法第２条第１項に規定するエネルギーを
いう。）の使用に伴って発生するものを除く。）の道内における前年度の排出量に１
を乗じて得た量が３，０００トン以上であるもの
イ 温暖化対策推進法施行令別表第８の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れるメタンの道内における前年度の排出量に２１を乗じて得た量が３，０００トン以上であ
るもの
ウ 温暖化対策推進法施行令別表第９の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れる一酸化二窒素の道内における前年度の排出量に３１０を乗じて得た量が３，０００トン以
上であるもの
エ 温暖化対策推進法施行令別表第１０の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れるハイドロフルオロカーボンの道内における前年の１月１日から１２月３１日までの期
間の排出量に温暖化対策推進法施行令第４条第４号から第１６号までに掲げるハイドロ

フルオロカーボンの区分に応じそれぞれ同条第４号から第１６号までに定める係数を乗
じて得た量の合計量が３，０００トン以上であるもの
オ 温暖化対策推進法施行令別表第１１の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れるパーフルオロカーボンの道内における前年の１月１日から１２月３１日までの期間の
排出量に温暖化対策推進法施行令第４条第１７号から第２３号までに掲げるパーフルオロ
カーボンの区分に応じそれぞれ同条第１７号から第２３号までに定める係数を乗じて得た
量の合計量が３，０００トン以上であるもの
カ 温暖化対策推進法施行令別表第１２の中欄に掲げるものを行う者であって、同表の中
欄に掲げる事業活動の区分に応じ同表の下欄に掲げる量を合算する方法により算定さ
れる六ふっ化硫黄の道内における前年の１月１日から１２月３１日までの期間の排出量に
２万３，９００を乗じて得た量が３，０００トン以上であるもの

（事業者温室効果ガス削減等計画書の提出）
第５条 条例第１３条第１項の規則で定める期間は、事業者温室効果ガス削減等計画書を提出
する日の属する年度を初年度とする３年間（以下「計画期間」という。）とする。
２ 条例第１３条第１項又は第３項の規定による事業者温室効果ガス削減等計画書の提出は、
計画期間の初年度の７月末日までに別記第１号様式の事業者温室効果ガス削減等計画書に
より行うものとする。
（事業者温室効果ガス削減等計画書の記載事項）
第６条 条例第１３条第２項第４号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
� 事業者の概要
� 事業活動に伴う温室効果ガス排出原単位（温室効果ガスの排出の量を生産数量又は建
物延床面積その他の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。）を設定する
場合にあっては、温室効果ガス排出原単位、当該原単位に用いた指標及び当該指標の設
定方法

� 計画期間
� 条例第１３条第２項第３号に規定する措置の実施時期
	 条例第１３条第２項第３号に規定する措置以外の地球温暖化の防止を図るために講ずる
措置及びその実施時期
（変更後の事業者温室効果ガス削減等計画書の提出）
第７条 条例第１３条第４項の規定による変更後の事業者温室効果ガス削減等計画書の提出は、
変更後速やかに別記第１号様式の事業者温室効果ガス削減等計画書により行うものとする。
（事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書の提出）
第８条 条例第１４条の規定による事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書の提出は、計画
期間の各年度の温室効果ガスの排出の状況について、措置を実施した翌年度の１２月末日ま
でに別記第２号様式の事業者温室効果ガス削減等計画実績報告書により行うものとする。
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第３章 自動車使用に関する地球温暖化対策
（アイドリング・ストップを要しない場合）
第９条 条例第２０条第１項ただし書の規則で定める場合は、次の各号のいずれかに該当する
場合とする。
� 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第７条の規定により信号機の表示する信号等に
従って自動車等を停止する場合その他同法の規定に基づき自動車等を停止する場合

� 道路交通法第３９条第１項に規定する緊急自動車が当該緊急用務のために使用されてい
る場合

� 交通の混雑その他の交通の状況により自動車等を停止する場合
� 自動車等の原動機を貨物の冷蔵等に用いる装置その他の附属装置（自動車の運転者室
又は客室の冷房又は暖房を行うための装置を除く。）の動力として使用する場合

	 人の乗降のために自動車等を停止する場合

 その他やむを得ないと認められる場合
（特定駐車場等）
第１０条 条例第２０条第３項の規則で定める規模は、自動車の駐車の用に供する部分の面積が
５００平方メートルとする。
２ 条例第２０条第３項の規則で定める方法は、次の各号のいずれかに該当する方法によるも
のとする。
� 看板の設置
� ポスター等の掲示
� その他効果があると認められる周知の方法
（地球温暖化防止性能情報）
第１１条 条例第２１条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
� エネルギー消費効率（省エネルギー法第８０条第１号に規定するエネルギー消費効率を
いう。）

� エアコンディショナーの冷媒の種類及びその使用量
� リサイクルに関する情報
� その他知事が別に定めるもの
第４章 機械器具に係る地球温暖化対策

（特定機械器具）
第１２条 条例第２３条第１項の規則で定めるものは、省エネルギー法第７７条に規定する製造事
業者等であって、その製造又は輸入に係る特定機械器具の生産量又は輸入量がエネルギー
の使用の合理化に関する法律施行令（昭和５４年政令第２６７号。以下「省エネルギー法施行
令」という。）第２２条に規定する要件に該当するものが製造し、又は輸入するもののうち、
次に掲げるものとする。
� エアコンディショナー（省エネルギー法施行令第２１条第２号に規定するエアコンディ

ショナーであって、直吹き形で壁掛け形のものをいう。以下同じ。）
� テレビジョン受信機（省エネルギー法施行令第２１条第４号に規定するテレビジョン受
信機をいう。）

� 電気冷蔵庫（省エネルギー法施行令第２１条第１０号に規定する電気冷蔵庫をいう。）
� ストーブ（省エネルギー法施行令第２１条第１２号に規定するストーブをいう。）
（特定機械器具の台数）
第１３条 条例第２３条第１項の規則で定める台数は、前条各号に掲げる特定機械器具の区分ご
とにそれぞれ５台とする。
（省エネルギー性能情報）
第１４条 条例第２３条第１項の規則で定める省エネルギー性能情報は、次の各号に掲げる特定
機械器具の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める事項とする。
� エアコンディショナー エネルギーを消費する機械器具の小売の事業を行う者が取り
組むべき措置（平成１８年経済産業省告示第２５８号。以下「経済産業省告示」という。）
１－１のイからハまでに掲げる事項

� テレビジョン受信機 経済産業省告示３－１のイからハまでに掲げる事項
� 電気冷蔵庫 経済産業省告示７－１のイからハまでに掲げる事項
� ストーブ 経済産業省告示９－１に規定する省エネルギーラベル
第５章 建築物に関する地球温暖化対策

（特定建築物の規模等）
第１５条 条例第２５条第１項第１号の規則で定める建築物の規模は、床面積の合計が２，０００平
方メートルであることとする。
２ 条例第２５条第１項第１号の規則で定める改築の規模は、当該改築に係る部分の床面積の
合計が２，０００平方メートルであること又は当該床面積の合計が当該改築に係る特定建築物
の床面積の合計の２分の１であることとする。
３ 条例第２５条第１項第２号の規則で定める規模は、増築に係る部分の床面積の合計が
２，０００平方メートルであることとする。
４ 条例第２５条第１項第３号の規則で定める規模は、修繕若しくは模様替に係る部分の面積
の合計が２，０００平方メートルであること又は面積の合計が２，０００平方メートルに満たない修
繕若しくは模様替であって次の各号に掲げるものについて当該各号に定める規模であるこ
ととする。
� 特定建築物の直接外気に接する屋根（これに設ける窓その他の開口部を含む。）につ
いて行う修繕又は模様替 当該修繕又は模様替に係る部分の面積の合計が当該屋根の面
積の合計の２分の１

� 特定建築物の直接外気に接する壁（これに設ける窓その他の開口部を含む。）につい
て行う修繕又は模様替 当該修繕又は模様替に係る部分の面積の合計が当該壁（当該特
定建築物の敷地境界線（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条に規定する道路に
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接する部分を除く。）からの水平距離が１．５メートル以下の部分を除く。）の面積の合
計の２分の１

� 特定建築物の直接外気に接する床（これに設ける窓その他の開口部を含む。）につい
て行う修繕又は模様替 当該修繕又は模様替に係る部分の面積の合計が当該床の面積の
合計の２分の１
（空気調和設備等）
第１６条 条例第２５条第１項第４号の規則で定める建築設備は、次に掲げる建築設備とする。
� 空気調和設備
� 空気調和設備以外の機械換気設備
� 照明設備
� 給湯設備
	 昇降機
２ 条例第２５条第１項第５号の規則で定める改修は、次の各号に掲げる設備の区分に応じ、
当該各号に定める改修とする。
� 空気調和設備 次のいずれかに該当する改修
ア 空気調和設備の熱源機器の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
� 暖房のための熱源機器の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
ａ 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が３００キロワット以上のもの
ｂ 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が当該空気調和設備のすべての暖
房のための熱源機器の定格出力の合計の２分の１以上のもの

� 冷房のための熱源機器の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
ａ 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が３００キロワット以上のもの
ｂ 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が当該空気調和設備のすべての冷
房のための熱源機器の定格出力の合計の２分の１以上のもの

イ 空気調和設備のポンプの取替えであって、次のいずれかに該当するもの
� 暖房のためのポンプの取替えであって、次のいずれかに該当するもの
ａ 当該取替えに係るポンプの定格流量の合計が９００リットル毎分以上のもの
ｂ 当該取替えに係るポンプの定格流量の合計が当該空気調和設備のすべての暖房
のためのポンプの定格流量の合計の２分の１以上のもの

� 冷房のためのポンプの取替えであって、次のいずれかに該当するもの
ａ 当該取替えに係るポンプの定格流量の合計が９００リットル毎分以上のもの
ｂ 当該取替えに係るポンプの定格流量の合計が当該空気調和設備のすべての冷房
のためのポンプの定格流量の合計の２分の１以上のもの

ウ 空気調和設備の空気調和機の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
� 当該取替えに係る空気調和機の定格風量の合計が６万立方メートル毎時以上のも
の

� 当該取替えに係る空気調和機の定格風量の合計が当該空気調和設備のすべての空
気調和機の定格風量の合計の２分の１以上のもの


 当該特定建築物の一の階に設けられているすべての空気調和機の取替え
� 空気調和設備以外の機械換気設備 機械換気設備の送風機の取替えであって、次のい
ずれかに該当するもの
ア 当該取替えに係る送風機の電動機の定格出力の合計が５．５キロワット以上のもの
イ 当該取替えに係る送風機の電動機の定格出力の合計が当該機械換気設備のすべての
送風機の電動機の定格出力の合計の２分の１以上のもの

� 照明設備 照明設備の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
ア 当該取替えに係る部分の床面積の合計が２，０００平方メートル以上のもの
イ 当該取替えに係る部分の床面積の合計が当該特定建築物の床面積の合計の２分の１
以上のもの
ウ 当該特定建築物の一の階の居室に設けられているすべての照明設備の取替え

� 給湯設備 次のいずれかに該当する改修
ア 給湯設備の熱源機器の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
� 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が２００キロワット以上のもの
� 当該取替えに係る熱源機器の定格出力の合計が当該給湯設備のすべての熱源機器
の定格出力の合計の２分の１以上のもの

イ 給湯設備の配管の取替えであって、次のいずれかに該当するもの
� 当該取替えに係る配管の長さの合計が５００メートル以上のもの
� 当該取替えに係る配管の長さの合計が当該給湯設備のすべての配管の長さの合計
の２分の１以上のもの

	 昇降機 ２以上の昇降機の取替え
（建築物環境配慮計画書の提出）
第１７条 条例第２５条第１項又は第３項の規定による建築物環境配慮計画書の提出は、当該特
定建築物の新築等に係る工事着手の予定日から起算して２１日前までに別記第３号様式の建
築物環境配慮計画書により行うものとする。
（建築物環境配慮計画書の記載事項）
第１８条 条例第２５条第２項第５号の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。
� 当該行為の種類
� 工事着手の予定年月日
� 工事完了の予定年月日
（変更後の建築物環境配慮計画書の提出）
第１９条 条例第２５条第４項の規定による変更後の建築物環境配慮計画書の提出は、変更後速
やかに別記第３号様式の建築物環境配慮計画書により行うものとする。
（工事完了の届出）
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第２０条 条例第２６条の規定による工事完了の届出は、当該工事の完了後１５日以内に別記第４
号様式の建築物工事完了届出書により行うものとする。
第６章 再生可能エネルギーの利用に関する地球温暖化対策

（特定エネルギー供給事業者）
第２１条 条例第２９条第１項の規則で定める者は、次に掲げるものとする。
� 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第２条第１項第２号に規定する一般電気事業者
� 電気事業法第２条第１項第６号に規定する特定電気事業者
� 電気事業法第２条第１項第８号に規定する特定規模電気事業者
（再生可能エネルギー計画書の提出）
第２２条 条例第２９条第１項の規則で定める期間は、再生可能エネルギー計画書を提出する日
の属する年度の１年間とする。
２ 条例第２９条第１項又は第２項の規定による再生可能エネルギー計画書の提出は、毎年度
６月１日までに別記第５号様式の再生可能エネルギー計画書により行うものとする。
（再生可能エネルギー計画書の記載事項）
第２３条 条例第２９条第１項第４号の規則で定める事項は、次のとおりとする。
� エネルギー供給事業者の概要
� 条例第２９条第１項第３号に規定する措置以外の地球温暖化防止を図るために講ずる措
置
（変更後の再生可能エネルギー計画書の提出）
第２４条 条例第２９条第３項の規定による変更後の再生可能エネルギー計画書の提出は、変更
後速やかに別記第５号様式の再生可能エネルギー計画書により行うものとする。
（再生可能エネルギー計画の達成状況等報告書の提出）
第２５条 条例第３０条の規定による再生可能エネルギー計画の達成状況等の報告書の提出は、
前年度の再生可能エネルギー計画書に基づく措置の実施の状況について、毎年度６月１日
までに別記第６号様式の再生可能エネルギー計画達成状況等報告書により行うものとする。
第７章 雑則

（知事への委任）
第２６条 この規則の施行に関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

（施行期日）
１ この規則は、平成２２年３月１日から施行する。
（経過措置）
２ この規則の施行の日から平成２２年３月３１日までの間においては、第４条第１号中「エネ
ルギーの使用の合理化に関する法律（昭和５４年法律第４９号。以下「省エネルギー法」とい
う。）第７条第３項に規定する特定事業者」とあるのは「事業者」と、「当該特定事業
者」とあるのは「当該事業者」と、同条第２号中「省エネルギー法第１９条第２項に規定す

る特定連鎖化事業者」とあるのは「地球温暖化対策の推進に関する法律（平成１０年法律第
１１７号）第２１条の２第２項に規定する連鎖化事業者」と、「当該特定連鎖化事業者」とあ
るのは「当該連鎖化事業者」と、「同条第１項」とあるのは「同項」と読み替えるものと
する。
３ 平成２２年度における事業者温室効果ガス削減等計画書の提出に係る第５条第２項の規定
の適用については、同項中「７月末日」とあるのは、「１１月末日」とする。
４ この規則の施行の日から平成２２年３月２１日までの間に条例第２５条第１項に規定する工事
に着手しようとする者に対する第１７条の規定の適用については、同条中「当該特定建築物
の新築等に係る工事着手の予定日から起算して２１日前までに」とあるのは、「この規則の
施行の日以後、速やかに」とする。
別記第１号様式（第５条、第７条関係）

事 業 者 温 室 効 果 ガ ス 削 減 等 計 画 書

年 月 日

北海道知事 様

住所
（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
氏名 印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

北海道地球温暖化防止対策条例第１３条第１項（第３項、第４項）の規定により、別紙
のとおり提出します。

（別 紙）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

事

事業者の主な業種

商標又は商号

北 海 道 公 報 第����号 ３９平成２１年１２月２２日（火曜日）



業

者

の

概

要

事業者の種類 □ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第１
号又は第２号に該当する事業者
（原油換算エネルギー使用量 �）

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第３
号に該当する事業者
（保有する自動車の種類及び台数 台）

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第４
号に該当する事業者
（該当する温室効果ガスの種類 ）

□ その他の事業者

事業の概要

事業活動に伴う温室効果ガ
スの排出の量（基準年度） t-CO２（ 年度）

事業活動に伴う温室効果ガ
ス排出原単位

原単位に用いた指標

原単位に用いた指標の
設定方法

計画期間 年度 ～ 年度

温室効果ガスの排出の抑制を図るために講ずる措置の内容

年度

年度

年度

温室効果ガスの排出の抑制を図るために講ずる措置以外の地球温暖化の防止を図るた
めに講ずる措置の内容

年度

年度

年度

注１ 「事業者の種類」の欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
２ 「商標又は商号」の欄は、連鎖化事業者のみ記入してください（複数の商号又は
商標を用いる場合は、代表的なものを記入してください。）。
３ 「事業活動に伴う温室効果ガスの排出の量」の欄には、基準年度の温室効果ガス
の排出量を記入してください。
なお、基準年度は、計画期間の初年度の前年度又は前々年度としてください（基
準年度は、事業者が選択してください。）。
４ 「事業活動に伴う温室効果ガス排出原単位」の欄には、基準年度の温室効果ガス
について、温室効果ガス排出原単位（温室効果ガスの排出量を、生産数量又は建物
延床面積その他の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。）を設定す
る場合に記入してください（温室効果ガス排出原単位を設定しない場合は、記入の
必要はありません。）。

別記第２号様式（第８条関係）
事 業 者 温 室 効 果 ガ ス 削 減 等 計 画 実 績 報 告 書

年 月 日

北海道知事 様

住所

（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名 印

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

北海道地球温暖化防止対策条例第１４条の規定により、別紙のとおり提出します。
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（別 紙）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

事

業

者

の

概

要

事業者の主な業種

商標又は商号

事業者の種類 □ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第１
号又は第２号に該当する事業者
（原油換算エネルギー使用量 �）

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第３
号に該当する事業者
（保有する自動車の種類及び台数 台）

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第４条第４
号に該当する事業者
（該当する温室効果ガスの種類 ）

□ その他の事業者

事業の概要

事業活動に伴う温室効果ガ
スの排出の量（基準年度） t-CO２（ 年度）

事業活動に伴う温室効果ガ
ス排出原単位

温室効果ガスの排出の状況 温室効果ガ
スの排出の
量

温室効果ガ
スの排出の
量の対基準
年度比

温室効果ガス
排出原単位

温室効果ガ
ス排出原単
位の対基準
年度比

年度 t-CO２ ％ ％

年度 t-CO２ ％ ％

年度 t-CO２ ％ ％

温室効果ガスの排出の抑制を図るために講じた措置の内容

年度

年度

年度

温室効果ガスの排出の抑制を図るために講ずる措置以外の地球温暖化の防止を図るた
めに講じた措置の内容

年度

年度

年度

注１ 「事業者の種類」の欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
２ 「商標又は商号」の欄は、連鎖化事業者のみ記入してください（複数の商号又は
商標を用いる場合は、代表的なものを記入してください。）。
３ 「事業活動に伴う温室効果ガス排出原単位」の欄には、基準年度の温室効果ガス
について、温室効果ガス排出原単位（温室効果ガスの排出量を、生産数量又は建物
延床面積その他の当該排出量と密接な関係を持つ値で除した値をいう。）を設定す
る場合に記入してください（温室効果ガス排出原単位を設定しない場合は、記入の
必要はありません。）。

別記第３号様式（第１７条、第１９条関係）
建 築 物 環 境 配 慮 計 画 書

年 月 日

北海道知事 様

住所
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（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
氏名 印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

北海道地球温暖化防止対策条例第２５条第１項（第３項、第４項）の規定により、別紙
のとおり提出します。

（別 紙）

建築主等の住所（法人に
あっては、主たる事務所の
所在地）

建築主等の氏名（法人に
あっては、名称及び代表者
の氏名）

建築物の名称

建築物の所在地

行為の種類 □ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第１５条
□第１項該当 □第２項該当 □第３項該当
□第４項該当

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第１６条
□第１項該当 □第２項該当
�
�
�
�
�
�
�

□空気調和設備 �
�
�
�
�
�
�

□空気調和設備以外の機械換気設備
□照明設備
□給湯設備
□昇降機

□ その他の建築主等

建

築

物

の

概

用途 □ ホテル等 □ 病院等
□ 物品販売業を営む店舗等 □ 事務所等
□ 学校等 □ 飲食店等
□ 集会場等 □ 工場等
□ 住宅 □ その他（ ）

構造 □ 鉄筋コンクリート造 □ 鉄骨鉄筋コンクリート造
□ 鉄骨造 □ その他（ ）

階数 地上 階 地下 階

要 高さ �

床面積の合計 �（該当行為部分 �）

工事着手予定年月日 年 月 日

工事完了予定年月日 年 月 日

建築物の外壁、窓等を通し
ての熱の損失の防止に資す
るための措置の内容

空気調和設備等に係るエネ
ルギーの効率的利用に資す
るための措置の内容

熱の損失の防止及びエネル
ギーの効率的利用のための
措置以外の地球温暖化防止
に資するための措置の内容

注１ 「行為の種類」欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
２ 「建築物の概要」の「用途」欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
３ 「建築物の概要」の「構造」欄は、該当する□内にレ印を記入し、「その他」に
該当する場合は、（ ）内に具体的内容を記入してください。

別記第４号様式（第２０条関係）
建 築 物 工 事 完 了 届 出 書

年 月 日

北海道知事 様

住所

（法人にあっては、主たる事務所の所在地）

氏名 印

（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）
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北海道地球温暖化防止対策条例第２６条の規定により、別紙のとおり届け出ます。

（別 紙）

建築主等の住所（法人に
あっては、主たる事務所の
所在地）

建築主等の氏名（法人に
あっては、名称及び代表者
の氏名）

建築物の名称

建築物の所在地

工事完了年月日 年 月 日

別記第５号様式（第２２条、第２４条関係）
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 計 画 書

年 月 日

北海道知事 様

住所
（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
氏名 印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

北海道地球温暖化防止対策条例第２９条第１項（第２項、第３項）の規定により、別紙
のとおり提出します。

（別 紙）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

エ
ネ
ル
ギ
ー
供
給
事
業
者
の
概
要

事業者の主な業種

事業者の種類 □ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第１
号の一般電気事業者に該当する事業者
□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第２
号の特定電気事業者に該当する事業者
□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第３
号の特定規模電気事業者に該当する事業者
□ その他の事業者

事業の概要

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標

今年度エネルギー供給量 千 kwh・GJ

今年度再生可能エネルギー
利用量（目標）

千 kwh・GJ

今年度再生可能エネルギー
利用率（目標）

％

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標を達成するための基本
方針

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標を達成するための基本
方針に基づき講ずる措置の
内容

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標を達成するための基本
方針に基づき講ずる措置以
外の地球温暖化防止を図る
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ために講ずる措置の内容

注１ 「事業者の種類」の欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
２ エネルギー供給量等の単位は、該当するものを○で囲んでください。
３ 今年度再生可能エネルギー利用量（目標）は、電気事業者による新エネルギー等
の利用に関する特別措置法（平成１４年法律第６２号）第４条第１項に規定する「基準
利用量」とすることができます。

別記第６号様式（第２５条関係）
再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 計 画 達 成 状 況 等 報 告 書

年 月 日

北海道知事 様

住所
（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
氏名 印
（法人にあっては、名称及び代表者の氏名）

北海道地球温暖化防止対策条例第３０条の規定により、別紙のとおり報告します。

（別 紙）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

エ
ネ
ル
ギ
ー

事業者の主な業種

事業者の種類 □ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第１
号の一般電気事業者に該当する事業者

供
給
事
業
者
の
概
要

□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第２
号の特定電気事業者に該当する事業者
□ 北海道地球温暖化防止対策条例施行規則第２１条第３
号の特定規模電気事業者に該当する事業者
□ その他の事業者

事業の概要

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標

再生可能エネルギー利用量 再生可能エネルギー
利用率

目標 千 kwh・GJ ％

達成
状況

千 kwh・GJ ％

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標を達成するための基本
方針に基づき講じた措置の
内容

エネルギーの供給量に対す
る再生可能エネルギーの供
給量の割合の拡大に関する
目標を達成するための基本
方針に基づき講じた措置以
外の地球温暖化防止を図る
ために講じた措置の内容

注１ 「事業者の種類」の欄は、該当する□内にレ印を記入してください。
２ エネルギー利用量の単位は、該当するものを○で囲んでください。

北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則をここに公布する。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
北海道規則第１０６号

北海道漁業近代化資金利子補給規則の一部を改正する規則
北海道漁業近代化資金利子補給規則（昭和４４年北海道規則第９３号）の一部を次のように改
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正する。
第２条第２項の表第２号中「年１．１５パーセント」を「年１．２パーセント」に、「年０．９５
パーセント」を「年１．０パーセント」に改める。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。
２ この規則による改正後の北海道漁業近代化資金利子補給規則の規定は、平成２１年１０月２２
日以後に知事が利子補給を承認した漁業近代化資金について適用し、同日前に知事が利子
補給を承認した漁業近代化資金については、なお従前の例による。

告 示

北海道告示第８１８号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、平成２１年１２月１１日、て
しおがわ土地改良区の行う土地改良（維持管理）事業の土地改良事業計画の変更を認可した。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第８１９号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１項の規定により、岩見沢市豊里北地
区の換地計画を定めた。
その関係書類は、北海道空知支庁に備え置いて、平成２１年１２月２４日から２０日間、一般の縦
覧に供する。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第８２０号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年
法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 沙流郡平取町字豊糠６１の１１、字芽生８５の１０
２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため

北海道告示第８２１号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

日高郡新ひだか町（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 次の森林については、主伐は、択伐による。
新ひだか町（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道日高支庁産
業振興部林務課及び新ひだか町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８２２号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２１年１２月２２日

北海道知事 高 橋 はるみ
路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道 旭 川 � 別 線
北海道札幌土木現業所

�別市新城町１９８番２地先から同市新
城町１５３４番地先まで

平成２１．１２．２８

道道 大野大中山線
北海道函館土木現業所

北斗市開発４０９番８地先から亀田郡七
飯町字中島１６２番１地先まで

同 ２１．１２．２２

道道 幕別帯広芽室線
北海道帯広土木現業所

帯広市西１７条南６丁目６番２地先から
同市自由が丘１丁目１番１地先まで

同 ２１．１２．２４
午前１１時

支 庁 告 示

北海道石狩支庁告示第４０号
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次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２１年１２月２２日

北海道石狩支庁長 内 田 幹 秀
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量（１月当たりの単価）
ア パーソナルコンピュータ等の賃貸借 一式 ４台
イ パーソナルコンピュータの賃貸借 一式 ３７台
ア及びイについては、それぞれの入札とする。

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。
� 契 約 期 間
ア 平成２２年３月１日から平成２５年２月２８日まで
イ 平成２２年３月１日から平成２６年２月２８日まで
ただし、ア及びイについては、予算の範囲内で当該契約期間を変更することがあり得
る。

� 納 入 場 所 入札説明書による。
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明
した者であること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。
ア 申 請 の 時 期 平成２１年１２月２２日から平成２２年１月１２日まで（日曜日、土曜

日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定
する休日及び平成２１年１２月２９日から同月３１日までを除く。）の
毎日午前９時から午後５時まで

イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ 申請書類の提出先 郵便番号０６４－０８１１ 札幌市中央区南１１条西１６丁目

北海道札幌土木現業所企画総務部総務課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道札幌土木現業所企画総務部総務課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 札幌市中央区南１１条西１６丁目 北海道札幌土木現業所３階第

１会議室（送付による場合は、郵便番号０６４－０８１１ 札幌市中
央区南１１条西１６丁目北海道札幌土木現業所企画総務部総務課）

� 入 札 日 時 平成２２年１月２５日 午前１０時３０分（送付による場合は、必
着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�による。

７ 一連の調達契約に関する事項
� この契約による調達後において調達が予定される物品等の名称、数量及びその入札の
公告の予定時期
ア 名 称 及 び 数 量 パーソナルコンピュータの賃貸借 一式
イ 予 定 時 期 平成２１年１２月ころ

� この契約を含む一連の調達契約のうちの最初の契約に係る入札の公告
平成２１年５月２９日付け北海道石狩支庁告示第１３号

８ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１００グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

９ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
北海道財務規則（昭和４５年北海道規則第３０条）第１５１条第１項の規定により定めた予定
価格（１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の価格（１月当たりの単価）をもって入
札（有効な入札に限る。）した者を落札者とする。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�、�及び�から�までによるほか、次に
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よる。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道札幌土木現業所企画総務部総務課
� 所 在 地 郵便番号０６４－０８１１ 札幌市中央区南１１条西１６丁目

電話番号０１１－５６１－０３８３
１１ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured :

ａ．Lease of Personal Computer 4, Printer 1, Switching Hub 3, 1 set

ｂ．Lease of Personal Computer 37, 1 set

Ｂ．Bid tendering date and time : 10 : 30 A.M., January, 25 2010

Ｃ．Contact : General Affairs Division, Planning and General Affairs Department, Sapporo

District Public Works Management Office, Hokkaido Government, Nishi 16-Chome, Minami

11-jo, Chuo-ku, Sapporo, Hokkaido 064-0811 Japan

Phone : 011-561-0383

北海道後志支庁告示第１０３号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係わる調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関す
る協定の適用を受ける。
平成２１年１２月２２日

北海道後志支庁長 谷 本 辰 美
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
パ－ソナルコンピュ－タ 一式 ２台

� 調達を要する物品等の仕様等 入札説明書及び要求仕様書による。
� 納 入 期 限 平成２２年２月２６日
� 納 入 場 所 入札説明書による。
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号に規定する物品の購入の資格を有すること。
� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 当該調達をする物品等に関し、迅速なアフタ－サ－ビス・メンテナンスの体制が整備
されていることを証明した者であること。

� 当該調達をする物品等に関し、要求仕様書に記載の要件を満たしていることを証明し
た者であること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の�及び�に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。
ア 申 請 の 期 間 平成２１年１２月２２日（金）から平成２２年１月１５日（金）まで

（日曜日、土曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第
１７８号）に規定する休日及び平成２１年１２月２９日から同月３１日ま
でを除く。）の毎日午前９時から午後５時まで

イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

ウ 申請書類の提出先 郵便番号０４７－８６３９ 小�市奥沢１丁目２１番１号
北海道小�土木現業所企画総務部総務課

� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道小�土木現業所企画総務部総務課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 小�市奥沢１丁目２１番１号 北海道小�土木現業所３階会議

室（送付による場合は、郵便番号０４７－８６３９ 小�市奥沢１丁
目２１番１号 北海道小�土木現業所企画総務部総務課）

� 入 札 日 時 平成２２年２月２日（火） 午後１時３０分（送付による場合は、
同月１日（月）までに必着）

� 開 札 場 所 �に同じ。
� 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

７ 一連の調達契約に関する事項
この契約による調達後において調達が予定される物品の名称、数量及びその入札の公告
の予定時期
� 名 称 及 び 数 量 電子計算機の購入 ４台
� 予 定 時 期 平成２２年２月ころ
８ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
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返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１４０グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、電子メール送信による交付を希望する場合は、契約に
関する事務を担当する組織に電子メール（otarudoboku.somu1＠
pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

９ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

１０ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�、�、�及び�から�までによるほか、次に
よる。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道小�土木現業所企画総務部総務課
� 所 在 地 郵便番号０４７－８６３９ 小�市奥沢１丁目２１番１号

電話番号０１３４－２５－２１４２

１１ Summary

Ａ．Nature and quantity of the products to be procured : Personal Computer 2

Ｂ．Bidding date and time : 1 : 30 P.M., February 2, 2010

(If mailed,bids must arrive no later than February 1, 2010)

Ｃ．Contact : General Affairs Division, Planning and General Affairs Department, Otaru District

Public Works Management Office, 1-Chome, Okusawa, Otaru, Hokkaido, 047-8639, Japan

Phone : 0134-25-2142

道 労 働 委 員 会 告 示

北海道労働委員会告示第１号

労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第４７８号）第４条及び労働委員会規則（昭和２４年中
央労働委員会規則第１号）第６８条の規定により、北海道労働委員会あっせん員候補者を次の
とおり公示する。
平成２１年１２月２２日

北海道労働委員会会長 道 幸 哲 也

氏 名 現 職 経 歴 委嘱年月日

どうこうてつなり
道 幸 哲 也

北海道労働委員会第３８期会長
北海道大学大学院法学研究科教授

北海道大学法学部教授
北海道労働委員会第２５～３５期公益委員、第３６～３７期会長代理

平成２０．１２．１

といかわこういち
樋 川 恒 一

北海道労働委員会第３８期会長代理
弁 護 士

札幌弁護士会副会長
北海道労働委員会第３５～３７期公益委員

同

なり た のり こ
成 田 教 子

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

札幌弁護士会副会長
北海道労働委員会第３６～３７期公益委員

同

あさみず ただし
浅 水 正

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

北海道労働委員会第３７期公益委員 同

いしぐろまさ と
石 黒 匡 人

北海道労働委員会第３８期公益委員
小�商科大学商学部教授

小�商科大学商学部助教授
北海道労働委員会第３４～３７期公益委員

同

の ぐちみき お
野 口 幹 夫

北海道労働委員会第３８期公益委員
弁 護 士

北海道労働委員会第３５～３７期公益委員 同

もとひさよういち
本 久 洋 一

北海道労働委員会第３８期公益委員
小�商科大学商学部教授

小�商科大学商学部准教授
北海道労働委員会第３６～３７期公益委員

同

もり すみ お
森 澄 男

北海道労働委員会第３８期労働者委員
ＵＩゼンセン同盟北海道支部支部長

日本労働組合総連合会北海道連合会副会長
北海道労働委員会第３６～３７期労働者委員

同

はやし たけ し 北海道労働委員会第３８期労働者委員 情報産業労働組合連合会北海道協議会副議長 同
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林 武 司 情報産業労働組合連合会北海道協議会事務局次長 北海道労働委員会第３７期労働者委員

いしやまかずあき
石 山 和 明

北海道労働委員会第３８期労働者委員
太平工業室蘭労働組合相談役

太平工業室蘭労働組合組合長
北海道労働委員会第３７期労働者委員

平成２０．１２．１

わた べ しょういちろう
渡 部 正一郎

北海道労働委員会第３８期労働者委員
日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会顧問

日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会会長 同

お ぐろしゅう じ
小 黒 修 司

北海道労働委員会第３８期労働者委員
日本労働組合総連合会北海道連合会上川地域協議会会長

全日本労働総同盟旭川地区同盟議長 同

さ とうやすみつ
佐 藤 泰 光

北海道労働委員会第３８期労働者委員
全日本運輸産業労働組合連合会北海道地方連合会執行委員長

全日通労働組合札幌支部執行委員長 同

お ぐら かなこ
小 倉 佳南子

北海道労働委員会第３８期労働者委員
丸井今井労働組合組合員

丸井今井労働組合中央副執行委員長
北海道労働委員会第３６～３７期労働者委員

同

くりはらかつのり
栗 原 勝 憲

北海道労働委員会第３８期使用者委員
北海道経営者協会専務理事

北海道経営者協会理事・事務局長
北海道労働委員会第３４～３７期使用者委員

同

はしもとたかかず
橋 本 隆 一

北海道労働委員会第３８期使用者委員
はしもと人事労政事務所代表

豊平製鋼株式会社常勤監査役
北海道労働委員会第３４～３７期使用者委員

同

の ざきたか お
野 � 隆 夫

北海道労働委員会第３８期使用者委員
函館経営者協会参与

函館商工会議所理事・事務局長
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

つ だ もりかず
津 田 守 一

北海道労働委員会第３８期使用者委員
日本通運株式会社参与

北旺運輸株式会社代表取締役社長
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

はす い けい こ
蓮 井 慶 子

北海道労働委員会第３８期使用者委員
キャリアステップ研究所所長

株式会社早稲田セミナー札幌校校長
北海道労働委員会第３６～３７期使用者委員

同

か とうたかまさ
加 藤 � 正

北海道労働委員会第３８期使用者委員
有限会社カトウヒューマンサポートオフィス代表取締役

加藤経営労務事務所代表
北海道労働委員会第３７期使用者委員

同

お ぬまてるあき
小 沼 輝 明

北海道労働委員会第３８期使用者委員
北海道電力株式会社人事労務部部長

北海道電力株式会社人事労務部次長 同 ２１．４．１０

い とうよしかず
伊 藤 芳 和

北海道労働委員会事務局長 釧路支庁長 同 ２０．４．１１

はせがわとも み
長谷川 具 視

北海道労働委員会事務局総務審査課長 北海道農政部農業経営局農業支援課参事 同

さかがみたかゆき
坂 上 隆 行

北海道労働委員会事務局調整課長 北海道企画振興部地域振興・計画局統計課長 同 １９．６．１１

道 警 察 本 部 告 示
北海道警察本部告示第３４４号

次のとおり随意契約の相手方を決定した。
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平成２１年１２月２２日
北海道警察本部長 鎌 田 聡

１ 随意契約に係る物品等の名称及び数量
ＡＰＲ形携帯用無線機マンロケータシステム用地図表示装置外１品目合計２９９点

２ 随意契約の相手方を決定した日
平成２１年１０月２２日

３ 随意契約の相手方の氏名及び住所
� 氏 名 パナソニックシステムソリューションズジャパン株式会社
� 住 所 神奈川県横浜市港北区綱島東２丁目６番５４号
４ 随意契約に係る契約金額
１４９，０６７，６６０円

５ 契約の相手方を決定した手続
随意契約

６ 随意契約によった理由
地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第

３７２号）第１０条第１項第１号の規定による。
７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

正 誤

○平成２１年１２月１５日（号外第３４号）
北海道規則第１０２号（農地法施行細則の一部を改正する規則）中に次のとおり誤りがあっ
たので訂正する。
ページ 欄 行
１７ 右 １７
誤 よる。
正 よる。この場合において、改正前の規則別記第３７号様式その２中「第１２条第
２項」とあるのは、「第１５条の２第２項」とする。

毎 週 火 ・ 金 曜 日 発 行 （購読料金（送料とも）は月額３，１９０円） 発 行 北 海 道
編 集 総務部人事局法制文書課
印 刷 富 士 プ リ ン ト 株 式 会 社
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